
山形県生活習慣病検診等管理指導協議会設置要領 

 

（目的及び設置） 

第１条  がん、心臓病や脳卒中等の生活習慣病の動向を把握し、また、市町村、医療保険

者等で実施される健康診査の実施状況や検診実施機関の精度管理の状況を把握・評価し

て専門的な見地から適切な指導を行うため、山形県生活習慣病検診等管理指導協議会

(以下「協議会」という。)を設置・運営する。 
（組織） 

第２条 協議会に、循環器疾患等部会、消化器（胃がん・大腸がん）部会、子宮がん

部会、肺がん部会、乳がん部会及びがん登録委員会（以下「各部会」という。）を置く。 

２ 各部会の連絡・調整を図るため、全体会を置く。 

（委員） 

第３条 協議会の委員は、各部会にあっては８名以内とし、知事が任命または委嘱す

る。 

２ 各部会の部会長は、全体会の委員となる。 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員の欠員による補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（部会役員） 

第５条 各部会に、部会長１名、副部会長１名を置く。 

２ 部会長及び副部会長は、互選により選出する。 

３ 部会長に事故あるときは、副部会長がその職務を行う。 

（会議） 

第６条 各部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、その議長となる。 

２ 各部会は、関係者から意見を聴取することができる。 

（全体会） 

第７条 全体会の役員及び会議について、第５条及び第６条の規定を準用するこの場合

において、「各部会」を「全体会」に、「部会長」を「会長」に、「副部会長」を「副

会長」に読み替えるものとする。 

（各部会の構成及び運営） 

第８条 各部会の構成及び運営は、「健康診査管理指導等事業実施のための指針」（改

正：平成20年3月31日付け、健総発第0331012号厚生労働省健康局総務課長通知）に

規定するとおりとする。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、山形県健康福祉部健康長寿推進課で処理する。 

（補則） 

第10条 この要領に定めるもののほか、協議会の設置・運営に関し必要な事項は、知

事が別に定める。 

 

附則 平成10年 7月 1日 施行 

平成18年 4月18日 一部改正 

平成20年 5月22日 一部改正 

平成25年 4月 1日 一部改正 
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健康診査管理指導等事業実施のための指針について 

 

 

 平成１８年の医療制度改革において、老人保健法（昭和５７年法律第８０号）が高

齢者の医療の確保に関する法律に全面改正され、医療保険者に４０歳以上７４歳以下

の被保険者及び被扶養者に対する生活習慣病予防に着目した特定健康診査及び特定

保健指導（以下「特定健診・保健指導」という。）の実施が義務付けられた。 

 これに伴い、従来の基本健康診査を中心とする老人保健事業のうち、特定健診・保

健指導を含む高齢者の医療の確保に関する法律に定められたもの以外については、健

康増進法（平成１４年法律第１０３号）第１７条第１項及び第１９条の２に基づく健

康増進事業として、引き続き市町村（特別区を含む。以下同じ。）が実施することと

された。 

 また、平成１０年度に一般財源化された際、老人保健法に基づかない事業と整理さ

れたがん検診についても、健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業と位置付け、

引き続き市町村において実施することとしている。 

 上記に伴い、生活習慣病検診等管理指導協議会の設置及び運営、生活習慣病検診従

事者指導講習会の開催、生活習慣病登録・評価事業、地域・職域連携推進協議会の設

置及び運営等については、事業の重要性等にかんがみ、「健康診査管理指導等事業実

施のための指針」を別添のとおり定めたので、平成２０年度以降における本事業の実

施に際し参考とされたく特段の御配慮をお願いする。 
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別 添 

健康診査管理指導等事業実施のための指針 

 
第１ 事業の目的 
 心臓病、脳卒中等の生活習慣病予防対策として保健事業等が広く実施されて

いるが、このうち健康診査については、精度管理の面から要精検率や疾病発見

率等の把握が重要であるほか、健康診査に従事する者の資質の向上、細胞検査

士の養成が必要である。 
 また、地域保健サービスとしての保健事業の効率的な実施のための職域保健

サービスとの連携の必要性が高まってきている。 
 このため、がん、脳卒中等の生活習慣病の動向を把握し、また、市町村、医

療保険者等で実施される健康診査の実施状況や検診実施機関の精度管理の状況

を把握・評価して専門的な見地から適切な指導を行うとともに、これら健康診

査に従事している者の資質の向上や細胞検査士の養成を行うほか、保健指導に

当たる市町村保健師等の研修を行い、また、職域保健サービス提供主体との協

議の場を設けて相互の連携の強化を図り、もって保健事業等がより効果的、効

率的に実施されることを目的とする。 
 
 
第２ 事業の実施主体 
 都道府県とする。 
 
 
第３ 生活習慣病検診等管理指導協議会の設置及び運営 
１ 趣旨 

   都道府県は、がん、心臓病等の生活習慣病の動向を把握し、また、市町

村、医療保険者及び検診実施機関に対し、検診の実施方法や精度管理の在

り方等について専門的な見地から適切な指導を行うために、生活習慣病検

診等管理指導協議会を設置・運営するものである。 
 
２ 組織 

   生活習慣病検診等管理指導協議会は、循環器疾患等部会、胃がん部会、

子宮がん部会、肺がん部会、乳がん部会、大腸がん部会及び生活習慣病登

録・評価等部会の７部会で構成するものとする。 
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（個別の市町村の状況を含む。）をホームページに掲載する等の方法によ

り公表する。 

  ク  アからカまでの検討及び調査の際には、報告書を参照する。 

 
５ 子宮がん部会 
（１）部会の構成 

    子宮がん部会は、保健所、医師会、日本産婦人科医会及び日本臨床細

胞学会等に所属する学識経験者等子宮がん検診にかかわる専門家によっ

て構成するものとする。 
（２）部会の運営 

    子宮がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県に報

告するものとする。 
 ア 市町村において実施した子宮頸がん検診及び子宮体がん検診それぞ

れの受診率、要精検率、精検受診率、陽性反応適中度及びがん発見率

等の指標を把握し、以下の検証を行うことにより、広域的見地から子

宮がん検診の事業評価を行い、地域医師会、検診実施機関、精密検査

機関等関係者に対する指導又は助言を行う。また、その効果や効率を

評価し、今後の子宮がん検診の実施方法等について検討する。 
    ・ 各指標について全国数値との比較を行う等の方法により、都道府

県全体としての子宮がん検診の事業評価を行う。 
    ・ 各指標について市町村ごとの検討を行い、各市町村間、都道府県

及び全国における数値との比較において大きなばらつきがないか検

証する。 
    ・ 各指標について検診実施機関の間で大きなばらつきがないか検証

する。 
イ 特に、精密検査の結果子宮がんと診断された症例については、検討

会を設ける等の方法により、その検診受診歴、子宮頸がん又は子宮体

がんの病期、治療の状況等を検討し、検診の効果や効率を評価する。 
   ウ 各指標について、市町村や検診実施機関の間で大きなばらつきがあ

る場合等には、報告書の「がん検診の事業評価における主要指標につ

いて」等を参考として、検診実施機関の精度管理上の問題か、がん検

診の対象集団の特性の差異によるものかなど、問題の所在を明らかに

するように努める。 

   エ 市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、そ

の実施手法、実施間隔等を把握し、精検受診率を向上させるための具

体的な改善策を検討する。 
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  オ 検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）における細胞診検査の精

度の向上を図るため、検体の抜取り調査等により判定結果を評価し、並

びに検体の処理数及び保存状況等について評価し、今後における精度管

理の在り方について検討し、検診実施機関に対する指導又は助言を行う

とともに、精度管理上の問題が認められるにもかかわらず、改善のため

の措置をとらない検診実施機関については、検診を委託することが適切

でない旨の情報提供を市町村に対し行う。また、これらの業務を適切に

行うため、市町村、検診実施機関等と連携し、報告書の「子宮頸がん検

診のための事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）」を参考

とするなどして、事業評価を実施するとともに、必要に応じて検診実施

機関の実地調査を行う。 

  カ その他子宮がん検診の精度の維持・向上のために必要な事項を検討す

る。 

 キ  アからカまでの検討結果については、市町村及び検診実施機関等に対

し説明会や個別指導等を通じて周知を図り、それぞれの事業改善を求め

る。また、住民が自ら受けるがん検診の質を判断できるよう、検討結果

（個別の市町村の状況を含む。）をホームページに掲載する等の方法によ

り公表する。 

  ク アからカまでの検討及び調査の際には、報告書を参照する。 

 

６ 肺がん部会 
（１）部会の構成 

肺がん部会は、保健所、医師会、日本肺癌学会及び日本臨床細胞学会

等に所属する学識経験者、診療放射線技師等「感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）に規定

する定期の健康診断等にかかわる専門家によって構成するものとする。 
（２）部会の運営 

肺がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事に

報告するものとする。 
ア 市町村において実施した肺がん検診の受診率、要精検率、精検受診

率、エックス線検査受診者中の高危険群所属率、陽性反応適中度及び

がん発見率等の指標を把握し、以下の検証を行うことにより、広域的

見地から肺がん検診の事業評価を行い、地域医師会、検診実施機関、

精密検査機関等関係者に対する指導又は助言を行う。また、その効果

や効率を評価し、今後の肺がん検診の実施方法等について検討する。 
・ 各指標について全国数値との比較を行う等の方法により、都道府
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（ 公 印 省 略 ） 

健発０６２５第１９号 
平成２６年６月２５日 

 
  都道府県知事 
各 保健所設置市長 殿 
  特 別 区 長 
 
 

厚生労働省健康局長 
 
 

がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針の一部改正について 
 
がん検診については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針

について」（平成２０年３月３１日付け健発第０３３１０５８号厚生労働省健康

局長通知）において「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（以

下「指針」という。）を示しているところであるが、今般、診療放射線技師法（昭

和２６年法律第２２６号）の改正が平成２６年６月２５日付けで施行されるこ

ととなり、病院又は診療所以外の場所で、多数の者の健康診断を一時に行う場

合においては、医師の立会いなく診療放射線技師が胸部エックス線検査を実施

することが可能になることから、指針の一部を別添新旧対照表のとおり改正し、

平成２６年６月２５日より適用することとしたので、貴管内市町村及び関係団 
体に対し、周知方お願いする。 

 なお、今般の指針の改正により、肺がん検診の検診項目として、医師以外

の医療従事者による実施が可能な質問を導入したことに伴い、質問の項目を明

確化するため、質問用紙の様式例として別紙１を作成したので、質問の適切な

実施のために活用されるよう、貴管内市町村及び関係団体に対し、周知方お願

いする。 
 また、今般の指針の改正により、肺がん検診において、病院又は診療所以外

の場所で、医師の立会いなく診療放射線技師が胸部エックス線検査を実施する

場合には、責任医師等を明示した実施計画書の作成が必要となることから、そ

の様式例を別紙２のとおり示しているので、肺がん検診の適切な実施のために

活用されるよう、重ねて、貴管内市町村及び関係団体に対し、周知方お願いす

る。 
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がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針  

（健発第０３３１０５８号平成２０年３月３１日厚生労働省健康局長通知別添） 

 

（平成２５年３月２８日一部改正） 

（平成２６年６月２５日一部改正） 

 

第１ 目的 

この指針は、がんが国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状

にかんがみ、がん予防重点健康教育及びがん検診の実施に関し必要な事項を定め、

がんの予防及び早期発見の推進を図ることにより、がんの死亡率を減少させるこ

とを目的とする。 

 

第２ がん予防重点健康教育 

１ 種類 

がん予防重点健康教育の種類は、次のとおりとする。 

（１）胃がん予防健康教育 

（２）子宮頸がん及び子宮体がん予防健康教育 

（３）肺がん予防健康教育 

（４）乳がん予防健康教育 

（５）大腸がん予防健康教育 

２ 実施内容 

がん予防重点健康教育は、がん検診を受診することの重要性に加え、おおむね

次に掲げる事項に関し実施する。 

なお、次に掲げる事項以外の事項については、「健康増進法第１７条第１項及

び第１９条の２に基づく健康増進事業について」（平成２０年３月３１日付け健

発第０３３１０２６号厚生労働省健康局長通知）の別添「健康増進事業実施要領                                   」

（以下「健康増進事業実施要領」という。）の第２の３等に準ずる。 

（１）胃がんに関する正しい知識並びに胃がんと食生活及び喫煙等との関係の理解

等について 

（２）子宮頸がん及び子宮体がんに関する正しい知識及び子宮頸がんとヒトパピロー

   マウイルスへの感染との関係の理解等について 

（３）肺がんに関する正しい知識及び肺がんと喫煙との関係の理解等について 

（４）乳がんに関する正しい知識及び乳がんの自己触診の方法等について 

（５）大腸がんに関する正しい知識及び大腸がんと食生活等との関係の理解等につ

いて 
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を参考とするなどして、がんの罹患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行う。 

なお、胃がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書を

参照すること。 

 (６) 検診実施機関 

① 検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で胃がん検診が円滑に実施

されるよう、報告書の「胃がん検診のための事業評価のためのチェックリス

ト(検診実施機関用)」を参考とするなどして、胃部エックス線検査の精度管

理に努める。 

②  検診実施機関は、胃がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ

ればならない。 

③  検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。 

④  検診実施機関は、胃部エックス線写真を少なくとも３年間保存しなければ

ならない。 

⑤  検診実施機関は、胃がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助

言に従い、実施方法等の改善に努める。 

３ 子宮頸がん検診 

（１）検診項目 

① 子宮頸がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、子宮頸部の細胞診

及び内診とし、必要に応じてコルポスコープ検査を行う。 

ア 問診 

問診に当たっては、妊娠歴、分娩歴、月経の状況、不正性器出血等の症

状の有無及び過去の検診の受診状況等を聴取する。 

イ 視診 

膣鏡を挿入し、子宮頸部の状況を観察する。 

ウ 子宮頸部の細胞診（細胞採取の方法） 

子宮頸部の細胞診については子宮頸管及び膣部表面の全面擦過法によっ

て検体を採取し、迅速に固定した後、パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で

観察する。 

エ 内診 

双合診を実施する。 

（２）子宮頸部の細胞診の実施 

① 検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する

専門的検査機関において行う。この場合において、医師及び臨床検査技師は、
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日本臨床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。 

② 子宮頸部の細胞診の結果は、ベセスダシステムによって分類し、精密検査

        の必要性の有無を決定し、速やかに検査を依頼した者に通知する。         

  なお、検体が不適正であった場合には、再度子宮頸部の細胞診を実施する        。 

（３）結果の通知 

子宮頸がん検診の結果については精密検査の必要性の有無を附し、受診者に 

  速やかに通知する。 

（４）記録の整備 

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、子宮頸部の細胞 

  診の結果、子宮頸部の精密検査の必要性の有無等を記録する。 

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応じて個人票を作成

し、治療の状況等を記録する。 

（５）事業評価 

子宮頸がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下で実施す

ることが不可欠であることから、市町村は、報告書の「子宮頸がん検診のため

の事業評価のためのチェックリスト（市町村用）」を参考とするなどして、検

診の実施状況を把握する。その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等

関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるとともに、子

宮がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施

機関の選定や実施方法等の改善を行う。 

また、都道府県は、子宮がん部会において、地域がん登録を活用し、及び報

告書の「子宮頸がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（都道府県

用）」を参考とするなどして、がんの罹患動向、検診の実施方法及び精度管理

の在り方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援

及び検診実施機関に対する指導を行う。 

なお、子宮頸がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書

を参照すること。 

（６）検診実施機関 

① 検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で子宮頸がん検診が円滑に

実施されるよう、報告書の「子宮頸がん検診のための事業評価のためのチェ

ックリスト（検診実施機関用）」を参考とするなどして、細胞診等の精度管

理に努める。 

② 検診実施機関は、子宮頸がんに関する正確な知識及び技能を有するもので

なければならない。 

③ 検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。 
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④ 検診実施機関は、検体及び検診結果を少なくとも３年間保存しなければな

らない。 

⑤ 検診実施機関は、子宮がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は

助言に従い、実施方法等の改善に努める。 

 （７）その他 

 問診の結果、最近６月以内に、不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後

出血等）、月経異常（過多月経、不規則月経等）及び褐色帯下のいずれかの症

状を有していたことが判明した者に対しては、子宮体がんの有症状者である疑

いがあることから、第一選択として、十分な安全管理の下で多様な検査を実施

できる医療機関への受診を勧奨する。 

ただし、引き続き子宮体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を実施することにつ

いて本人が同意する場合には、子宮頸がん検診と併せて引き続き子宮体部の細胞

診を行う。 

４  肺がん検診 

（１）検診項目 

肺がん検診の検診項目は、次に掲げる質問（医師が立ち会っており、かつ医

師が自ら対面により行う場合において、①の「なお」以下を除き、「質問」とあ

るのは「問診」と読み替える。）、胸部エックス線検査及び喀痰細胞診とし、喀

痰細胞診は、質問の結果、別紙２（１）①に定める対象者に該当することが判明

した者に対し行う。 

① 質問

質問に当たっては、喫煙歴、職歴、血痰の有無及び妊娠の可能性の有無を

必ず聴取し、かつ、過去の検診の受診状況等を聴取する。なお、質問は必ず

しも対面による聴取で実施する必要はなく、受診者に自記式の質問用紙を記

載させることをもって代えることができる。 

② 胸部エックス線検査

ア ６５歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺がん検診に適格な胸

部エックス線写真を撮影し、読影する。 

イ ６５歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、「感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）」第

５３条の２第３項に規定する定期の健康診断等において撮影された肺がん

検診に適格な胸部エックス線写真を用い読影する。 

③ 喀痰細胞診（喀痰採取の方法）

ア 質問の結果、喀痰細胞診の対象とされた者に対し、喀痰採取容器を配布

し、喀痰を採取する。 

イ 喀痰は、起床時の早朝痰を原則とし、最低３日の蓄痰又は３日の連続採
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